
1（231）

“転勤が決まったから，市役所に行かなくちゃ”“そりゃ

大変だね。元の住所と新しい所と２度行かなきゃならない

よね”“他にもやらなきゃならないことがたくさんあるのに，

往復と待ちの時間を考えると，嫌んなっちゃうよ”，こん

な会話はもうすぐなくなると期待される。というのも，

1998年11月に高度情報通信本部から発表された@高度情報

通信社会の推進に向けた基本方針の改訂版Aに，2003年を

目途に電子政府を実現することを正式に決定したからであ

る。さらに，昨年８月には住民基本台帳法が改正され，転

居に伴う手続きも，１か所で済ますことのできるワンスト

ップサービスが実現すると期待されている。

情報システムは，インターネットに代表されるオープン

なネットワークの普及によって多大な利便性を提供し，

我々の生活環境を大幅に変えようとしている。そしてこの

変化は産業革命にも匹敵することから，“ディジタル革命”

や“ディジタル経済社会”という言葉も使われている。かつ

て我々の生活環境を大きく変えたものとしては，電話の普

及が挙げられる。今は，6,000万台以上も普及した携帯電

話がその代表格である。これらの通信手段は便利であり，

いつでも，どこでも，だれでも自由に使えるからこそ，社

会を支えるインフラになり得たのである。電話機のメーカ

ーの違いによってもしつながらないということがあれば，

ここまで皆に喜んで受け入れられることはなかっただろう。

パソコンやオフコンのような情報機器も，既に広く普及

し使われてきている。これらの情報システムは，かつてス

タンドアロンであったために，不特定多数の他の機器と接

続することは困難であった。さらに，情報システムを提供

する各社は，し（熾）烈な競争を通して，自社の商品を売り，

そのマーケットを守るために他メーカーへの移行を困難に

する戦略を採っていた。そのため，ユーザーが作成したド

キュメントやデータベース等の重要な情報を他の機器と相

互に運用する，又は移植することが容易にできないという

ことがしばしば発生した。その後，インターネットの普及

により，異なる情報システムのネットワーク化を通して情

報を共有することの重要性と効果が顕在化し，従来型シス

テムにおいても，金融や行政等の高度なセキュリティを必

要とする分野以外は，ネットワークを介したオープンなシ

ステムへの移行が始まっている。

コンピュータシステムと人間社会を対比すると，パソコ

ンやネットワークのハードウェアは家や道路に，ソフトウ

ェアは社会環境に，情報は人に当たると言える。情報ネッ

トワークシステムを構築するに当たっては，人間社会で最

も大切な人に対応する情報そのものを最重要視し，天然資

源と同じように情報を資源化することが，これから情報化

される国際社会における国の繁栄を支えるかなめ（要）にな

ると予想される。

電子政府の実現や地方自治体の情報化は，全国規模で情

報インフラを整備するきっかけとなり，その成否は，日本

の情報化の進展に大きく影響すると考えられる。情報イン

フラの構築は，単にネットワークやコンピュータを導入す

ることではなく，価値化された情報を活用するための基盤

作りであり，その結果，我々皆が極めて便利になったと実

感できるようなサービスの提供を容易にすることが大切で

ある。そのためのインフラ整備には相互接続性や相互運用

性を確保するための協調が，ハードウェアやソフトウェア

は高品質・低価格を目指した競争が必要である。
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